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（４）区割りとして四国州が適切と考える理由 

望ましい道州の区割りは？
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徳島県は関西州に
入り、他の四国３県
は四国州もしくは中
四国州を形成
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まず四国州で出発
し、その後､中四国
州へ一体化(二段
階論)

12.6%

　平成21年1月四経連アンケート調査
　調査対象：
　四国の市町村長、市町村議会の正副議長、
　四国の経済団体・四経連会員企業のトップ

　回答数：373名

その他

3.3%

●四国は一つの島であり、住民が帰属意識や
   一体感を強く持てる。

●四国霊場八十八ヵ所をはじめ四国が一体と
   なった歴史文化・風土が根付いている。

●四国は人口や経済規模で先進国一国に匹敵
   する大きさを有する。

●行政面で4県連携が進むなど、四国を一つ
　と捉えた地域づくりが定着・進行している。

国の役割は国にしかできないものに限定し、地方のことは地方が権限と責任を持つ、
究極の地方分権体制。

　

○住民に直結した行政サービス

基礎自治体の役割

○基礎自治体の枠を超えた行政分野
○道州として一体的に取り組むことが不可欠
   または効率的な業務

道州の役割

地
方

 
●東京など大都市圏と地方圏との格差
　の拡大懸念

●道州内での格差の拡大懸念

●行政区域の広域化に伴い、きめ細か
　な行政サービスが難しくなる懸念

●地方の道州が立ちゆく税財政制度、大都市圏と地方圏の
　格差が拡大しないような制度設計が不可決

●各基礎自治体が、役割を維持できるだけの規模・能力あ
　るいは連携・補完の仕組みづくりが必要

●住民サービスに関わる決定権は今より住民に近いものと
　なる。コミュニティの繋がりや住民の参画意識も重要

 ●政治のリーダーシップ

 ●国民世論の盛り上がり
 
 ●四国への郷土愛
 
 ●国と地方、大都市圏と地方圏とが思いを一つにすること

地方の道州が自立できる税財政制度のあり方 

道州制実現に向けて 

　

国の役割

○国家存立、国益の維持拡大、国家安全保障
 ○国家基本戦略
（国の競争力や社会の安定に関わる基本戦略）

○ナショナルミニマム（最低限の生活保障）
　 の財政的責任

●東京一極集中の是正と多極・自立型の国家体制の構築
 
●生き生きと自立した地方の創造
 
●国・地方を通じた効率的な行財政システムの構築
 
●県境を超えた広域的行政課題への積極的対応

（２）国と地方の役割分担 

（３）地方の道州が自立できる税財政制度のあり方 

～四国から見た道州制についての基本的考え方(骨子)～（四国経済連合会平成21年3月提言）

①　地方税の拡充

・国から地方への大幅な税源移譲。

・道州税・市町村税は、地域偏在が小さく、かつ
　税収安定性のある税目を中心に構築し、できる
　限り地域間の税収格差を是正。

③　道州間での財政調整

・地方圏の道州・基礎自治体が地方税収だけで財
　政的に自立することは難しく、道州間の財政調
　整が不可欠。

・調整財源は、全国の道州の共有税として徴収し、
　道州間で配分。中立的な調整機関も設置。

②　全国一定水準の基礎的行政サービス
の財源確保

・基礎的行政サービス（社会保障、義務教
　育など）は、どの地方に住んでいても等
　しく享受できる必要があるため、国が財
　源を確保し、各道州へ交付。

④　道州制導入に先駆けた地方の
インフラ整備の推進

・インフラ整備の遅れから経済活性化が遅
　れている四国のような地方圏では、税収
　基盤となる経済力を高めるため、高速道
　路等の基盤整備を国の責任で推進。

　

四国州

68.0%

中四国州

10.4%

（６）道州制実現に向けて 

（５）道州制によって変わる四国の姿 

道州制への懸念と対応

●住民が受益と負担の関係を強く意識
　し、効率的な行政が推進。

●スケールメリットや重複行政廃止に
　よって行政コストが削減。
　
●道州政府は、戦略をもって特色のあ
　る地域づくりを推進、基礎自治体は、
　地域固有の重要課題や住民ニーズに
　応じた行政サービスを迅速かつ優先
　的に遂行。

●医療、子育て支援など暮らしやすい環境整備の推進

●特色ある四国づくりによる来訪者の増加

●選択集中型投資による利便性の高い交通基盤の整備促進

● 一つの島としての環境対策、防災対策の推進

●四国一体となったアジアとの直接交流の推進

●戦略的な産業振興と大学の強化

●地域自立意識の高まりによる四国での人材の定着

道州制導入のメリット 四国州の将来像イメージ

（１）四国から見た道州制の必要性 


	骨子

